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2. 津波による損傷の防止 

（別添資料１） 

島根原子力発電所２号炉 耐津波設計方針について 

3. 運用，手順説明 

（別添資料２） 

島根原子力発電所２号炉 運用，手順説明 津波による損傷の防止 

4. 現場確認を要するプロセス 

（別添資料３） 

島根原子力発電所２号炉 耐津波設計における現場確認を要するプロセスについ

て 
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目 次 

 

Ⅰ．はじめに 

 

Ⅱ．耐津波設計方針 

1. 基本事項 

1.1 津波防護対象の選定 

l.2 敷地及び敷地周辺における地形及び施設の配置等 

1.3 基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域 

1.4 入力津波の設定 

1.5 水位変動，地殻変動の考慮 

1.6 設計または評価に用いる入力津波 

 

2. 設計基準対象施設の津波防護方針 

2.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

2.2 敷地への浸水防止（外郭防護１） 

2.3 漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護２） 

2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

2.5 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防止 

2.6 津波監視 

 

3. 重大事故等対処施設の津波防護方針 

3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

3.2 敷地への浸水防止（外郭防護１） 

3.3 漏水による重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止 

（外郭防護２） 

3.4 重大事故等に対処するために必要な機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

3.5 水位変動に伴う取水性低下による重大事故等に対処するために必要な 

機能への影響防止 

3.6 津波監視 

 

4. 施設・設備の設計・評価の方針及び条件 

4.1 津波防護施設の設計 

4.2 浸水防止設備の設計 

4.3 津波監視設備の設計 

4.4 施設・設備等の設計・評価に係る検討事項 
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（添付資料） 

１．基準津波に対して機能を維持すべき設備とその配置 

２．津波シミュレーションに用いる数値計算モデルについて 

３．地震時の地形等の変化による津波遡上経路への影響について 

４．日本海東縁部に想定される地震による発電所敷地への影響について 

５．港湾内の局所的な海面の励起について 

６．管路計算の詳細について 

７．入力津波に用いる潮位条件について 

８．入力津波に対する水位分布について 

９．津波防護対策の設備の位置付けについて 

10．内郭防護において考慮する溢水の浸水範囲，浸水量について 

11．浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策の設置位置，実施範囲及び施工例 

12．基準津波に伴う砂移動評価について 

13．島根原子力発電所周辺海域における底質土砂の分析結果について 

14．海水ポンプ軸受の浮遊砂耐性について 

15．津波漂流物の調査要領について 

16．燃料等輸送船の係留索の耐力について 

17．燃料等輸送船の喫水高さと津波高さとの関係について 

18．漂流物の評価において考慮する津波の流速・流向について 

19．津波監視設備の監視に関する考え方 

20．耐津波設計において考慮する荷重の組合せについて 

21．基準類における衝突荷重算定式及び衝突荷重について 

22．耐津波設計における余震荷重と津波荷重の組合せについて 

23．水密扉の運用管理について 

24．審査ガイドとの整合性（耐津波設計方針） 

25. 防波壁の設計方針及び構造成立性評価結果について 

26. 防波壁及び防波扉における津波荷重の設定方針について 

27. 浸水防護重点化範囲内に設置する海域と接続する低耐震クラス機器及び配

管の津波流入防止対策について 

28. タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）及び取水槽循環水ポ

ンプエリアに設置する耐震Ｓクラスの設備に対する浸水影響について 

29. １号炉取水槽流路縮小工について 

30. 取水槽除じん機エリア防水壁及び取水槽除じん機エリア水密扉の設計方針

及び構造成立性の見通しについて 

31. 施設護岸の漂流物評価における遡上域の範囲及び流速について 

32. 海水ポンプの実機性能試験について 

33. 海水ポンプの吸込流速が砂の沈降速度を上回る範囲について 

34. 水位変動・流向ベクトルについて 

35. 荷揚場作業に係る車両・資機材の漂流物評価について 
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36. 構外海域の漂流物が施設護岸及び取水口へ到達する可能性について 

37. 津波発生時の運用対応について 

38．地震後の荷揚場の津波による影響評価について 

39．防波壁通路防波扉の設計及び運用対応について 

40. 浸水防止設備のうち機器・配管系の基準地震動Ｓｓに対する許容限界につい

て 

41. １号炉放水連絡通路の閉塞について 

42. 総トン数 10 トン以上のイカ釣り漁漁船の操業禁止区域について 

43. 島根原子力発電所の周辺海域で操業する漁船について 

44．基礎底面の傾斜による防波壁の構造成立性について 

 

（参考資料） 

－１ 島根原子力発電所における津波評価について 

－２ 島根原子力発電所２号炉内部溢水の影響評価について（別添資料１第9章） 

－３ 島根原子力発電所２号炉内部溢水の影響評価について（別添資料１第10章） 

－４ 島根原子力発電所２号炉内部溢水の影響評価について（別添資料 1 補足説 

明資料 30） 

－５ 津波防護上の地山範囲における地質調査 柱状図及びコア写真集（第 762 回

審査会合 机上配布資料，第 802 回審査会合 机上配布資料，第 841 回審査

会合 机上配布資料）  

下線は，今回の提出資料を示す。 
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添付資料 44 

基礎底面の傾斜による防波壁の構造成立性について 

１．耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設の基礎底面の傾斜 

基礎地盤の安定性評価において，評価対象施設を４つのグループに分類して

いる。このうち防波壁については，グループＣ（T.P.+15m 盤以下，防波壁，杭

基礎）及びグループＤ（T.P.+15m 盤以下，防波壁，直接基礎）に分類し，それ

ぞれ影響要因及び簡便法による最小すべり安全率を比較検討した結果，代表施

設として防波壁（多重鋼管杭式擁壁）及び防波壁（逆Ｔ擁壁）を選定している。 

代表施設について動的ＦＥＭ解析（全応力解析）結果に基づいて基礎底面の

傾斜を算定した結果，２号炉原子炉建物等は審査ガイドの目安値（基本設計段

階の目安値：1/2,000）を下回っていることを確認している。 

しかしながら，防波壁（逆Ｔ擁壁）は岩盤に支持されるその他の施設に比べ

て，大きな傾斜を生じる結果となった。 

設置許可基準規則第３条第２項において，耐震重要施設は変形した場合にお

いてもその安全機能が損なわれるおそれがない地盤に設けなければならないこ

とから，防波壁（逆Ｔ擁壁）について基礎底面の傾斜に対する設計方針を整理

し，基礎底面の傾斜を考慮しても防波壁（逆Ｔ擁壁）の安全機能が損なわれな

いことを確認する。 

5条-別添1-添付44-1
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表１ 地殻変動解析による最大傾斜及び地震動による最大傾斜の 

重ね合わせ結果 
地殻変動解析による最大傾斜及び地震動による最大傾斜の重ね合わせ結果

対象断層 評価施設
①地殻変動による傾斜 ②地震動による最大傾斜 ①＋②

地殻変動及び地震動を
考慮した最大傾斜※最大傾斜 傾斜方向 最大傾斜 傾斜方向

陸域活断層
（宍道断層）

２号炉原子炉建物
1/17,000

（不確かさケース（断層傾斜
角））

西方向 1/22,000
（Ｓｓ－Ｄ）

北方向 1/9,000

ガスタービン発電機建物
1/15,000

（不確かさケース（断層傾斜
角））

西方向 1/28,000
（Ｓｓ－Ｄ）

北方向 1/9,000

海域活断層
（F-Ⅲ～F-Ⅴ断

層）

２号炉原子炉建物 1/19,000
（下降最大ケース）

東方向 1/22,000
（Ｓｓ－Ｄ）

北方向 1/10,000

ガスタービン発電機建物 1/18,000
（下降最大ケース）

東方向 1/28,000
（Ｓｓ－Ｄ）

北方向 1/10,000

陸域活断層
（宍道断層）

防波壁
（多重鋼管杭式擁壁）

1/22,000
（不確かさケース（すべり角））

北方向 1/39,000
（Ｓｓ－Ｄ）

北方向 1/14,000

防波壁
（逆Ｔ擁壁）

1/17,000
（不確かさケース（断層傾斜

角））

東方向 1/59
（Ｓｓ－Ｄ）

西方向 1/58

海域活断層
（F-Ⅲ～F-Ⅴ断

層）

防波壁
（多重鋼管杭式擁壁）

1/22,000
（上昇最大ケース）

北方向 1/39,000
（Ｓｓ－Ｄ）

北方向 1/14,000

防波壁
（逆Ｔ擁壁）

1/17,000
（下降最大ケース）

西方向 1/59
（Ｓｓ－Ｄ）

西方向 1/58

※ ①と②の傾斜方向が異なる場合も，保守的に①と②の傾斜を足し合わせることにより評価を実施する。

5条-別添1-添付44-2
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２．防波壁（逆Ｔ擁壁）の傾斜に対する性能目標と設計評価方針 

基礎底面の傾斜（第３条）について，防波壁の要求機能を担保するため，防

波壁（逆Ｔ擁壁）の各部位に対する性能目標及び設計方針（損傷モード，許容

限界等）を表２のとおり整理し，逆Ｔ擁壁，止水目地及びグラウンドアンカー

の構造成立性について確認する。 

表２ 防波壁（逆Ｔ擁壁）の傾斜に対する性能目標と設計評価方針 

要求機能 評価対象部位
傾斜による性能目標

（第３条）
応力等の状態 損傷モード 設計に用いる許容限界

・防波壁は，地
震後の繰返しの
襲来を想定した
入力津波に対し
て，津波による漏
水及び浸水を防
止することが要求
される。
・防波壁（逆T擁
壁）は，基準地
震動Ｓｓに対し，
津波防護施設が
要求される機能を
損なう恐れがない
よう，十分な構
造強度を有した
構造であることが
要求される。

防
波
壁
（
逆
Ｔ
擁
壁
）

逆Ｔ擁壁
（鉄筋コンクリート造）

構造部材の健全性を保持するために，逆T
擁壁が概ね弾性状態に留まること。

曲げ・せん断
部材が弾性域に留まらず
塑性域に入る状態

「コンクリート標準示方書，構造性能照査編，
2002年制定」を踏まえた短期許容応力度と
する。

止
水
目
地

止水目地

逆T擁壁間から有意な漏えいを生じないため
に，止水目地の変形性能を保持すること。

変形・水圧
有意な漏えいに至る

変形・水圧

メーカー規格及び今後必要に応じて実施する
性能試験に基づく許容変形量及び許容水
圧以下とする。

止水目地の
鋼製部材

曲げ・せん断
部材が弾性域に留まらず
塑性域に入る状態

「建築基準法施行令2006年6月」を踏まえ
た許容応力度とする。

グラウンド
アンカー

逆T擁壁及び改良地盤の転倒抑止のために，
グラウンドアンカーが概ね弾性状態に留まるこ
と。

変位
グラウンドアンカーが伸張し，

逆Ｔ擁壁が転倒

「グラウンドアンカー設計・施工基準，同解説
（平成24年5月）」を踏まえた弾性変位量
とする。

地

盤

改良地盤 逆Ｔ擁壁を鉛直支持するため，十分な支持
力を保持すること。

基礎地盤のすべり安定性を確保するため，
十分なすべり安全性を保持すること。

支持力 鉛直支持機能を喪失する状態
「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編
（平成14年３月）」を踏まえ，妥当な安
全余裕を考慮した極限支持力度とする。

すべり安全率
すべり破壊し，難透水性を喪失す

る状態
「耐津波設計に係る工認審査ガイド」を準用
してすべり安全率1.2以上とする。

岩盤 支持力 鉛直支持機能を喪失する状態
「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編
（平成14年３月）」を踏まえ，妥当な安
全余裕を考慮した極限支持力度とする。

：本資料において，構造成立性を確認する部位

5条-別添1-添付44-3
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３．防波壁（逆Ｔ擁壁）の傾斜により要求機能を喪失する事象の抽出 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の各部位が，損傷して要求機能を喪失する事象を抽出し，

それに対する設計・施工上の配慮について表３及び図１のとおり整理した。 

 

表３ 防波壁（逆Ｔ擁壁）の傾斜により要求機能を喪失する事象及び 

設計・施工上の配慮 

 
  

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定
ケース※

設計・施工上の配慮 照査

逆T擁壁

• 地盤が傾斜することにより曲げ・せん断破壊し，遮水
性を喪失する。 ①

• 逆T擁壁の発生応力度が，許容応力度以
下であることを確認する。

○

• 地盤が傾斜することにより逆T擁壁の隣接する躯体同
士が相互に支圧することにより破壊し，遮水性を喪失
する。 ②

• 隣接する躯体同士が衝突しないことを確認す
る。

• 隣接する躯体同士が衝突する場合，逆T擁
壁の支圧応力度が，許容応力度以下である
ことを確認する。

○

止水目地
（支持部含む）

• 地盤が傾斜することにより隣接する躯体間（法線方
向，法線直交方向）の変形により，止水目地の許
容変形量を超える変形が生じ，遮水性を喪失する。

③
• メーカー規格及び性能試験に基づく許容変形

量以下であることを確認する。
○

グラウンドアンカー

• 地盤が傾斜することによりグラウンドアンカーが破損し，
逆T擁壁が転倒する。 ④

• 地盤の傾斜による変位量が，グランドアンカー
の弾性変位量以下であることを確認する。

○

※ 喪失する事象の想定ケース

5条-別添1-添付44-4
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①逆Ｔ擁壁の損傷 

 

②隣接する躯体同士の支圧による損傷 

 

③防波壁間の変形による止水目地の損傷 

 

④グラウンドアンカーの破損 

 

図１ 防波壁（逆Ｔ擁壁）の傾斜による要求機能を喪失する事象 

陸→←海

←北 南→

支圧

←北 南→

目開き
目開き

陸→←海

変位量

5条-別添1-添付44-5
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４．防波壁（逆Ｔ擁壁）の傾斜による構造成立性検討 

（１）設計方針及び検討概要

防波壁（逆Ｔ擁壁）における要求機能を喪失する事象に対する設計方針を表

４に示す。 

設置許可段階においては，表４の設計方針による構造成立性の見込みについ

て確認する。 

構造成立性の確認に当たっては，地盤の安定解析に用いた動的ＦＥＭ解析（全

応力解析）に加え，防波壁の耐震性及び耐津波性に関する構造成立性の確認に

用いた動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）を用いる。 

表４ 防波壁（逆Ｔ擁壁）における要求機能を喪失する事象に対する設計方針 

施設 部位の名称 設計方針
照査
項目

設置許可段階での検討方針

防
波
壁
（
逆
Ｔ
擁
壁
）

逆T擁壁
（鉄筋コンクリート造）

• 逆T擁壁の発生応力度が，許容応力度
以下となる設計とする。

曲げ
せん断

• 逆T擁壁の発生応力度が，許容応力度
以下であることを確認する。

• 隣接する躯体同士が衝突しないように離
隔を設ける等の設計とする。

• 上記設計が困難な場合，逆T擁壁の支
圧応力度が，許容応力度以下となる設
計とする。

曲げ
せん断

• 隣接する躯体同士が衝突すると仮定し，
支圧応力度を算定し，許容応力度以下
であることを確認する。

止水目地
（支持部含む）

• 隣接する躯体間の相対変位量が，止水
目地のメーカー規格及び性能試験に基
づく許容変形量以下となる設計とする。

変形
• 隣接する躯体間の相対変位量を算定し，

その相対変位量が止水目地の許容変形量
以下であることを確認する。

グラウンドアンカー
• 地盤の傾斜による変位量が，グランドア

ンカーの弾性変位量以下となる設計とす
る。

変位
• 基礎底面の傾斜による変位量を算定し，

その変位量がグラウンドアンカーの弾性変位
量以下であることを確認する。

5条-別添1-添付44-6

12



ここで，動的ＦＥＭ解析（全応力解析）及び動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）

の概要を説明する。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）基礎地盤の安定解析における動的ＦＥＭ解析（全応力解

析）では，以下のとおり解析条件を設定していることから，基礎底面の傾斜が

大きくなり易い条件となっている。 

・逆Ｔ擁壁直下の改良地盤の解析用物性値については，すべり安定性に大きく

寄与する強度特性の増加を見込まないようにするため，保守的に埋戻土（掘

削ズリ）の解析用物性値を流用していることから，有効応力解析における剛

性の１／２以下となっている。 

・逆Ｔ擁壁と改良地盤のモデル化において，両者の節点を共有させているため，

改良地盤は地震時慣性力による逆Ｔ擁壁の変形の影響を受け易い。 

・逆Ｔ擁壁及び改良地盤の転倒等を抑止する機能を有するグラウンドアンカー

をモデル化していないため，逆Ｔ擁壁及び改良地盤が変形し易い。 

図２ 動的ＦＥＭ解析（全応力解析）解析モデル図 

防波壁（逆Ｔ擁壁）基礎底面の地震時傾斜が最大となる時刻（Ｓｓ－Ｄ，12.09

秒）における変形図及び主応力図を図３，図４に示す。最大傾斜発生時には，

逆Ｔ擁壁及びその直下の改良地盤部は，大きく変形しているが，その周辺の地

盤には，その影響は及んでいない。このことから，基礎底面に生じた傾斜は，

逆Ｔ擁壁に作用した地震時慣性力の作用による影響が大きいと考えられる。 

-50

-75

-100

T.P（m）

25

0

-25

0 50m

T.P.+8.5m
T.P.+6.0m

逆Ｔ擁壁
逆Ｔ擁壁と地盤部は節点を共有

グラウンドアンカーはモデル化しない。

改良地盤の解析用物性値は，埋
戻土（掘削ズリ）を流用する。
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図３ 最大傾斜発生時の変形図（Ｓｓ－Ｄ,12.09 秒） 

（動的ＦＥＭ解析（全応力解析）） 

 

 

図４ 最大傾斜発生時の主応力図（Ｓｓ－Ｄ,12.09 秒） 

（動的ＦＥＭ解析（全応力解析）） 

 

表５ 地震動による最大傾斜 

 

 

  

T.P.m

20

0

0 10m

逆Ｔ擁壁

0.5

変形前 変形後

(m)

表示倍率：7倍

T.P.m

20

0

10

0 10m

逆Ｔ擁壁

全応力解析

地震動による傾斜 1/59
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防波壁（逆Ｔ擁壁）の構造成立性を確認した動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）

の条件は以下の特徴を有しており，より現実的な応答を示すモデルとなってい

る。 

・逆Ｔ擁壁直下の改良地盤については，PS 検層結果を踏まえた剛性を解析用

物性値として設定している。

・防波壁と周辺地盤など，要素間の滑り・剥離を考慮する箇所は，ジョイント

要素でモデル化している。

・逆Ｔ擁壁の変形抑制機能を有するグラウンドアンカーをモデル化していな

い。なお，グラウンドアンカーは実態に合ったモデル化を実施し，詳細設計

段階において説明する。

図５ 防波壁（逆Ｔ擁壁）の解析モデル図（例） 

動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）の最大傾斜発生時の変形図及び主応力図を

図６，図７に示す。最大傾斜発生時には，逆Ｔ擁壁の直下の改良地盤部及び周

辺地盤に大きな変形は生じておらず，防波壁（逆Ｔ擁壁）の基礎地盤の傾斜に

ついては，動的ＦＥＭ解析（全応力解析）と比較して小さい。 

EL.(m)EL.(m)

100m 140m

240m

10

0

-10

-20

-30

-40

-50

10

0

-10

-20

-30

-40

-50

0 10 20 30 40 50(m)

岩盤
（第②速度層）

岩盤
（第⑤速度層）

埋戻土（掘削ズリ） 改良地盤① 改良地盤②

改良地盤③ 改良地盤④ 被覆石（捨石を含む）

基礎捨石

ジョイント要素；

施設護岸；

：積雪荷重

岩盤
（第④速度層）

積雪荷重；

▽EL.-0.02m

42.25m

26m

▽EL.+15.00m

▽EL.+8.50m
▽EL.+6.0m

消波ブロック荷重；

防波壁 ＋ 鋼管杭
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図６ 最大傾斜発生時の変形図 

（動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）） 

 

 
図７ 最大傾斜発生時の主応力図 

（動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）） 

 

 

表６ 地震動による最大傾斜 

 

 

  

逆Ｔ擁壁

※動的ＦＥＭ解析（全応力解析）の変形図に合わせ，左右反転している。

変形前
変形後

表示倍率：7倍

逆Ｔ擁壁

※動的ＦＥＭ解析（全応力解析）の主応力図に合わせ，左右反転している。

0 10 (m)

：引張

0.5N/mm2

：圧縮

有効応力解析

地震動による傾斜 1/446
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地盤の安定解析で用いた動的ＦＥＭ解析（全応力解析）と防波壁の構造成立

性で用いた動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）の結果を比較すると，改良地盤の

解析用物性値に埋戻土（掘削ズリ）を流用する等，解析条件に保守性がある動

的ＦＥＭ解析（全応力解析）の特徴により，基礎底面の傾斜が大きくなってい

ると判断した。 

また，防波壁基礎底面の傾斜は躯体の地震時加速度による影響が大きいと判

断した。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の傾斜による構造成立性検討に当たっては，地殻変動に

よる傾斜が地震動による最大傾斜と比較して十分小さいことを踏まえ，地震時

の地盤の安定解析で用いた動的ＦＥＭ解析（全応力解析）及び防波壁の構造成

立性で用いた動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）の結果を確認する。 

詳細設計段階においては，現実的な応答を示す動的ＦＥＭ解析（有効応力解

析）を用いて傾斜の影響を確認する。 

  

5条-別添1-添付44-11

17



（２）構造成立性検討方法及び構造成立性検討結果

ａ．逆Ｔ擁壁の損傷 

（ａ）構造成立性検討方法 

動的ＦＥＭ解析における逆Ｔ擁壁の発生応力度が，許容応力度以下で 

あることを確認する。 

（ｂ）構造成立性検討結果 

動的ＦＥＭ解析（全応力解析）の結果を表７に示す。逆Ｔ擁壁基礎底

面に最大傾斜が発生した時刻における部材照査の結果，当該時刻におい

て逆Ｔ擁壁に作用する曲げ・せん断は短期許容応力度以下であることを

確認した。 

表７ 短期許容応力に対する照査（全応力解析） 

添付資料 25「防波壁の設計方針及び構造成立性評価結果について」で確

認した動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）による結果を以下に示す。 

逆Ｔ擁壁の部材照査（曲げ，せん断照査の最小安全率時刻）の結果，逆

Ｔ擁壁に作用する曲げ・せん断は短期許容応力度以下であることを確認し

た。 

表８ 短期許容応力に対する照査（有効応力解析） 

評価
部位

照査項目 地震動
発生応力
(N/mm2)

許容応力
(N/mm2)

最小
安全率

(許容応力／
発生応力)

判定
(＞1.0)

竪壁
曲げ・軸力

Ｓｓ-D

曲げ圧縮応力度σc 0.9 許容曲げ圧縮応力度σca 18 20.00 OK

引張応力度σs 30 許容引張応力度σsa 323 10.76 OK

せん断 せん断応力度τ 0.04 許容せん断応力度τa 0.9 22.50 OK

底版
曲げ・軸力

曲げ圧縮応力度σc 3.2 許容曲げ圧縮応力度σca 18 5.62 OK

引張応力度σs 124 許容引張応力度σsa 323 2.60 OK

せん断 せん断応力度τ 0.24 許容せん断応力度τa 0.9 3.75 OK

評価
部位

照査項目 地震動
時刻
（ｓ）

発生応力
(N/mm2)

許容応力
(N/mm2)

最小
安全率

(許容応力／
発生応力)

判定
(＞1.0)

竪壁
曲げ・軸力

Ｓｓ-D

9.17 曲げ圧縮応力度σc 5.6 許容曲げ圧縮応力度σca 18 3.21 OK

9.17 引張応力度σs 242.3 許容引張応力度σsa 323 1.33 OK

せん断 23.91 せん断応力度τ 0.32 許容せん断応力度τa 0.9 2.81 OK

底版
曲げ・軸力

9.17 曲げ圧縮応力度σc 5.4 許容曲げ圧縮応力度σca 18 3.33 OK

9.17 引張応力度σs 262.8 許容引張応力度σsa 323 1.22 OK

せん断 23.91 せん断応力度τ 0.46 許容せん断応力度τa 0.9 1.95 OK
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ｂ．隣接する躯体同士の支圧による損傷 

（ａ）構造成立性検討方法 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の傾斜による構造成立性検討に当たっては，隣接す

る躯体同士は同位相で挙動すると考えているが，隣接する躯体同士が衝突

すると仮定し，動的ＦＥＭ解析（全応力解析）の躯体加速度から躯体間に

作用する支圧応力度を算定し，許容応力度以下であることを確認する。ま

た，動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）においても同様の確認を行う。 

・逆Ｔ擁壁に働く慣性力 F 

・逆Ｔ擁壁側の支圧応力度 σcv

図８ 逆Ｔ擁壁の相互の支圧イメージ図 

：逆Ｔ擁壁の質量
：地震時加速度

：防波壁の幅
：防波壁の高さ
：支圧応力度の許容応力度

←北 南→

隣接する躯体に働く慣性力
F=ma

5条-別添1-添付44-13
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（ｂ）構造成立性検討結果 

地盤の安定解析に用いた動的ＦＥＭ解析（全応力解析）及び防波壁の

構造成立性に用いた動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）における逆Ｔ擁壁

に作用する支圧応力度は許容応力度以下であることを確認した。 

表９ 短期許容応力度に対する照査（支圧） 

ｃ．防波壁間の変形による止水目地の損傷 

（ａ）構造成立性検討方法 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の傾斜による構造成立性検討にあたっては，隣接す

る躯体同士は同位相で挙動すると考えているが，保守的に逆位相になった

場合の変形量を算定し，先行炉で審査実績を有する止水目地で対応可能で

あることを確認する。 

止水目地の変形量は，法線直交方向の動的ＦＥＭ解析（全応力解析，有

効応力解析）における最大傾斜から算出された防波壁（逆Ｔ擁壁）天端の

相対変位と，保守的に法線方向においても同傾斜とした場合の相対変位を

基に合成変形量を算出した。 

止水目地の仕様については，現時点では，先行炉で審査実績を有する止

水目地（2000mm）に余裕を考慮して 1000mm とする。 

図９ 逆Ｔ擁壁の目開き（法線方向）イメージ図 

評価
部位

照査項目 地震動
支圧応力度
(N/mm2)

支圧応力度の許容応力度
(N/mm2)

最小
安全率

(許容応力／
発生応力)

判定
(＞1.0)

逆T擁壁 支圧 Ｓｓ-D
全応力解析 0.51 圧縮応力度σca 10.8 21.1 OK

有効応力解析 0.81 圧縮応力度σca 10.8 13.3 OK

←北 南→

目開き

止水目地

5条-別添1-添付44-14
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図１０ 逆Ｔ擁壁の相対変位 概念図 

（ｂ）構造成立性検討結果 

地盤の安定解析に用いた動的 FEM 解析（全応力解析）及び防波壁の構

造成立性に用いた動的 FEM 解析（有効応力解析）における止水目地の変

形量は先行炉で審査実績を有する止水目地で対応可能であることを確認

した。 

表１０ 止水目地の許容変形量に対する照査 

ｄ．グラウンドアンカーの破損 

（ａ）構造成立性検討方法 

防波壁（逆Ｔ擁壁）はグラウンドアンカーを設置するため，基礎底面の

傾斜による顕著な変位は生じないと考えているが，動的ＦＥＭ解析では，

グラウンドアンカーを考慮していないことから，基礎底面の傾斜によるグ

ラウンドアンカーの変位量は，動的ＦＥＭ解析（全応力解析，有効応力解

析）における初期位置からの変位量を算出し，グラウンドアンカーの弾性

変位量以下であることを確認する。 

グラウンドアンカー設計・施工基準，同解説（平成 24 年５月）により

算出したグランウンドアンカーの弾性変位量ｕは，グラウンドアンカーの

仕様からｕ＝約 133mm となる。 

【同一構造形式間の合成変形量の算出方法】

X方向の相対変位δx：δx=abs{δx(T)×２}

y方向の相対変位δy：δy=abs{δy(T)×２}

z方向の相対変位δz：δz=abs{δz(T)×２}

δx(T)： X方向の最大相対変位

δy(T)： y方向の最大相対変位

δz(T)： z方向の最大相対変位

合成方向変位（3方向合成）δ＝ δx
2+δx

2+δx
2

δx(T)

δy(T)δx(T)

δy(T)

評価
部位

照査項目 地震動
変形量
（mm）

止水目地の仕様
(mm)

安全率
(止水目地／
変形)

判定
(＞1.0)

止水目地 変形 Ｓｓ-D
全応力解析 640 変形量 1000 1.56 OK

有効応力解析 90 変形量 1000 11.11 OK
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図１１ 逆Ｔ擁壁の傾斜イメージ図 

・グラウンドアンカー弾性変位量ｕ

表１１ グラウンドアンカーの緒元及び弾性変位量 

（ｂ）構造成立性検討結果 

地盤の安定解析に用いた動的ＦＥＭ解析（全応力解析）及び防波壁の

構造成立性に用いた動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）における最大傾斜

時の変位量は弾性変位量以下であることを確認した。 

表１２ グラウンドアンカーの破損に対する照査 

陸→←海

変位量

グラウンドアンカー設計・施工基準，同解説（平成24年５月）

項 目 記号 備 考

計画最大荷重 T 2,400kN（テンドン降伏荷重）

テンドン自由長 lsf 16,220mm

テンドン弾性係数 ES 191kN/mm2

テンドン断面積 AS 1,525.7mm2

弾性変位量 u 133mm

評価
部位

照査項目 地震動
変位量
（mm）

弾性変位量
(mm)

安全率
(弾性変位／
最大変位)

判定
(＞1.0)

グラウンド
アンカー

変位 Ｓｓ-D
全応力解析 102 弾性変位量 133 1.30 OK

有効応力解析 18 弾性変位量 133 7.38 OK
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（３）詳細設計段階での検討方針 

防波壁（逆Ｔ擁壁）における要求機能を喪失する事象における詳細設計段階

での検討方針を表１３に示す。 

 

表１３ 詳細設計段階での検討方針 

 

 

施設 部位の名称 要求機能を喪失する事象
照査
項目

詳細設計段階での検討方針

防
波
壁
（
逆
Ｔ
擁
壁
）

逆T擁壁
（鉄筋コンクリート造）

• 地盤が傾斜することにより曲げ・せん断破
壊し，遮水性を喪失する。

曲げ
せん断

• 動的FEM解析（有効応力解析）を行い，
逆Ｔ擁壁が損傷しないことを確認する。

• 地盤が傾斜することにより逆T擁壁の隣接
する躯体同士が相互に支圧することにより
破壊し，遮水性を喪失する。

曲げ
せん断

• 防波壁（逆T擁壁）の法線方向の動的
FEM解析（有効応力解析）を行い，隣
接する躯体の挙動を把握し，防波壁が損
傷しないことを確認する。

• 逆T擁壁の支圧応力度が許容応力度を上
回る場合，許容限界を満足する対策を講
じる。

止水目地
（支持部含む）

• 地盤が傾斜することにより隣接する躯体間
（法線方向，法線直交方向）の変形
により，止水目地の許容変形量を超える
変形が生じ，遮水性を喪失する。

変形
水圧

• 防波壁の法線直交方向及び法線方向の
動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）を行
い，止水目地の変形量が許容変形量以
下であることを確認する。

• また，止水目地にかかる水圧が許容水圧
以下であることを確認する。

グラウンドアンカー
• 地盤が傾斜することによりグラウンドアン
カーが破損し，逆T擁壁が転倒する。

引張

• グラウンドアンカーをモデル化した動的ＦＥ
Ｍ解析（有効応力解析）を行い，設計
アンカー力により逆Ｔ擁壁が転倒しないこと
を確認する。

• 裕度が確保できなくなった場合には，グラウ
ンドアンカーを追加設置する。
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５．まとめ 

基礎底面の傾斜に対して防波壁に要求される安全機能，及び防波壁（逆Ｔ擁

壁）の設計方針（損傷モード，許容限界等）を整理した。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の逆Ｔ擁壁，止水目地及びグラウンドアンカーが基礎底

面の傾斜により損傷し，要求機能を喪失する事象を抽出した。 

要求機能を喪失する事象に対し，動的ＦＥＭ解析（全応力解析）及び動的Ｆ

ＥＭ解析（有効応力解析）を用いた照査の結果，防波壁（逆Ｔ擁壁）の各部位

は許容限界を満足することから，基礎底面の傾斜を考慮しても防波壁は構造成

立することを確認した。 
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